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研究成果の概要（和文）：地震を想定した原子力施設における第4層及び第5層の事故及び対策の特徴を踏まえる
と，従来のPRA手法では不十分である．このため，従来のPRA手法とSTAMP/STPA手法，プロセスシミュレーション
を連携することにより，第4層及び第5層の事故及び対策の分析を可能とするリスク評価手法の基本設計を行っ
た．また，時系列に沿った放射性物質の挙動解析と住民避難シミュレーションを重ね合わせ，避難行動時の被曝
線量を評価する枠組みを検討した．
また，原子力関連施設の重大事故時の施設の周辺住民の避難行動におけるリスクを評価するための避難行動のシ
ミュレーション体系の構築を行い，全体を統合したリスク評価手法の礎を築いた．

研究成果の概要（英文）：Given the characteristics of level 4 and level 5 accidents and 
countermeasures in seismically vulnerable nuclear facilities, conventional PRA methods are not 
sufficient. Therefore, a basic design of a risk assessment method that enables the analysis of 
accidents and countermeasures at levels 4 and 5 was carried out by combining the conventional PRA 
method, the STAMP/STPA method and process simulation. A framework for the assessment of radiation 
doses during evacuation actions was also investigated by superimposing the analysis of the behaviour
 of radioactive material along a time series and the simulation of the evacuation of the population.
In addition, an evacuation behaviour simulation system was constructed to assess the risk of 
evacuation behaviour of residents in the vicinity of nuclear facilities in the event of a major 
accident, thus laying the foundation for a risk assessment method that integrates the entire risk 
assessment system.

研究分野： 原子力安全工学

キーワード： 原子力関連施設　深層防護　避難行動リスク　PRA　STAMP/STPA　プロセスシミュレーション　エージェ
ントモデル
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研究成果の学術的意義や社会的意義
深層防護第4層及び第5層の喪失に相当する原子力関連施設の事故時を想定した際に，周辺住民の安全を確保する
ための避難行動等の防災行動は非常に重要であるが，現状，原子力関連施設内外の状況を考慮した避難行動中の
リスクを評価する枠組みは存在しない．事故時の避難計画の策定においては避難行動中のリスクを明確にする必
要があり，本研究の目的はまさにこの点にある．
また，本研究は，避難計画の策定以外にも，避難行動中のリスクの明確化により，ステークホルダー間のリスク
コミュニケーションに不可欠の要素である，周辺住民が考えるリスク，即ち自身が被る可能性のある被害を明確
に扱うことを可能にするという意義を併せ持っている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
現状の PRA は，リスク評価が未来の予測を行うが故に本質的に持たざるを得ない様々な不確
実さを含んだ評価体系となっている．不確実さは，「日本原子力学会，原子力発電所の出力運転
状態を対象とした確率論的リスク評価に関する実施基準：2013（レベル 1PRA 編）(AESJ-SC-
P008:2013)」に記載されるように，いくつかのカテゴリーに分類できるが，この中でモデルが現
実を単純化していることによる不確実さ，或いはモデルが不完全であることによる不確実さは
扱いが難しいために，これまで，PRA モデル上では割り切った取り扱いをしてきた経緯がある． 
今後，継続的に原子力発電所の安全性を向上させるためには，このような不確かさに対しきち
んと向かい合い，まだ見えていない現実の姿を解き明かし，そのリスクを明示的に示さなくては
ならない．特に，深層防護第 4 層及び第 5 層の喪失に相当する原子力関連施設の事故時を想定し
た際に，周辺住民の安全を確保するための避難行動等の防災行動は非常に重要であるが，現状，
原子力関連施設内外の状況を考慮した避難行動中のリスクを評価する枠組みは存在しない．事
故時の避難計画の策定においては避難行動中のリスクを明確にする必要がある． 
  
２．研究の目的 
 
本研究は，原子力関連施設のリスクマネジメントの基盤技術である確率論的リスク評価
（Probabilistic Risk Assessment：PRA）において，より現実的なリスクの把握に必須となる複雑な
発生イベントを動的に解析できる評価手法の枠組みの確立及び解析システムの開発を行う． 
具体的には，地震や津波等の外的事象による原子力関連施設内外への影響を考慮し，複数プラ
ントの炉心損傷，放射性物質放出事象を対象とした事故シナリオの解析モデルをベースに，原子
力関連施設の周辺住民の安全を確保するために，様々な設備，組織，社会インフラ，人，交通に
おける相互作用，相関性を考慮した動的解析による発電所周辺住民のリスク評価を可能とする
手法を考案し，この手法に基づくシミュレーション体系の開発を行う． 
これにより，現行の原子力安全規制にて活用される PRA の継続的な改善に寄与し，原子力関連
施設並びに施設周辺住民への安全性向上に大きく貢献することが可能となる． 
 
３．研究の方法 
 
(1) 研究方法の全体概要 
本研究では，ａ．確率論的リスク評価（以下，PRA）の拡張アプローチ，b．フィールドワーク
によるアプローチの両方の観点を取り入れる．ａ．では，従来の PRA を事故発生後に住民が避
難中に直面する可能性のあるリスクを可視化できるように拡張する．b．では，住民の原子力に
対する不安及び不満を聞き取り，住民側の視点に立ったリスク像を明らかにする．ａ．と b．の
検討結果より，住民の視点に基づくリスク像を定義し，これに基づく原子力関連施設事故時の住
民の避難計画の策定に寄与することを最終的なゴールとするが，本研究ではａ．の手法を構築し，
周辺住民のリスクを定義することを目的とする． 
 
(2) PRA の拡張アプローチ 
従来の PRA では，炉心損傷までを取り扱うレ
ベル 1PRA，格納容器機能喪失までを取り扱うレ
ベル 2PRA，放射性物質放出後の一般公衆の健康
被害リスクを取り扱うレベル 3PRA という枠組
みで構成されていた．主に，原子力施設の運営側
が考えるリスクの観点で安全性を向上させるた
めに実施するものであり，原子力関連施設の事
故時に最も重要視すべき周辺住民のリスクを必
ずしも明確にするものではない． 
本研究では，従来のレベル 1~3PRAで時間的・
空間的な断面として静的に評価されていた一
般公衆のリスクを，地震津波等の外部自然事
象を起因とする原子力発電所の事故進展，付
随して発生する外部環境の経時変化，自治体
が発出する避難指示等の情報伝達の相互作
用，放射性物質放出の経時的な挙動並びに住
民の避難行動を考慮したシナリオに対するひ
ばく評価に基づく動的かつ包括的な一般公衆
のリスクを明らかにする手法（拡張 PRA）を構築する．図 1 に拡張 PRA の概要図を示す． 

図 1 拡張 PRA の概要 



 
４．研究成果 
 
(1) 拡張 PRA を用いたリスク定義手順 
周辺住民の考えるリスク像を定義するための手順を以下に示す． 

 
① リスクマップの作成 

住民が被るリスクに影響を与える項目を考慮して，リスクの大まかな枠組みを定義する．本研
究でリスク定義に影響を与える項目は事故シーケンス，住民の個人属性・状態（避難住民はど
こに住んでいる，どのような人物なのか），住民避難のタイミングの 3 つである．この 3 つの
項目を考慮し，外部自然事象発生以降全てのタイミングで住民が被るリスクを大まかに定義
する．詳細なリスク抽出は手順②で行う． 

② 拡張 PRA を用いた住民避難シナリオの抽出 
拡張 PRA の残りの要素技術であるレベル 1,2PRA 及び STAMP/STPA 相互作用分析結果に基づ
くレベル 3PRA と住民避難行動を組み合わせたひばく評価手法の整備を行うとともに，住民
の避難シナリオ及び健康リスクを導出する．手順②で抽出する住民避難シナリオ及び健康リ
スクは，避難行動中に生じる可能性がある事象のみとする． 

③ 住民避難シナリオ分析によるリスク像の定義 
手順②で抽出した住民避難シナリオ及び健康リスク分析結果を手順①で構築したリスクの定
義図と照らし合わせ，どのリスクに該当するかを分析する．分析した結果から，それぞれのリ
スクを更に細かく分
け，どのようなリスク
が存在しているのか，
影響の大きさはどの程
度なのかを定義する． 

 
事故進展や避難者の属
性といった避難に影響す
る条件を分析し，住民が
被るリスクを定義した．
「PAZ 内に住む，避難行
動を一人で行える人」が
被るリスクを大まかに定
義した図を示す（図 2）．
しかしながら，ここで定
義したリスクは例示であ
り，その他にも多くのリ
スクが存在していると考
えられる． 
 
(2) 拡張 PRA によるシナリオ分析 
避難行動中の住民が被るリスクに焦点を当

て，拡張 PRA による避難行動シナリオ分析を

行う．拡張 PRA とは，レベル 1,2PRA の技術，

STAMP/STPA による住民避難指示等の情報伝

達の相互作用，放射性物質の時系列に沿った

挙動（レベル 3PRA）及び住民の避難行動を組

み合わせ，シナリオを抽出することで，住民が

被る可能性があるリスクを明らかにするもの

である（図 1参照）．ここでは数多のリスクよ

り，周辺住民が被るひばくのリスクを選定し，

検討を行った． 
STAMP/STPA に基づく自治体の情報伝達の

相互作用分析結果を用いて，残る要素技術で

あるレベル 3PRA と住民避難行動を組み合わ

せたひばく評価を行った．ひばく評価には，日

本原子力研究開発機構（JAEA）が開発する確

率論的事故影響評価コード「OSCAAR」を用い

た．屋外に 7 日間滞在した場合の実効線量を

評価した結果を示す（図 3）．図 3 に住民の避

難経路を重ね合わせ，住民が避難中に通過した各メッシュのひばく線量値を積算することによ

図 2．リスクの定義図（事故シーケンス：TC） 



って，住民が被る健康リスクを導出した．その結果，最も厳しいシナリオでも早期ひばく線量は

1.055[mSv]となった．この値は ICRP103 に記載される緊急時ひばく状況において計画される最

大残存線量の参考レベル（20~100mSv/1年の範囲）以下であるため，健康への影響は限りなく小

さいと求められた．この結果はあくまで一例であり，事故シナリオの相違や気象条件，避難時の

インフラの状態，交通状況，人間行動の様態によって左右されるものであり，総括的な評価によ

って意思決定がされなくてはならないのは言うまでもないが，本研究の成果からは，全ての要素

技術（レベル 1~3PRA，住民避難行動，STAMP/STPA 相互作用分析）を考慮した住民の避難行動

中のひばくによるリスク評価が可能であることが確認できた． 
 
(3) 結論 
本研究によって，拡張 PRA の評価体系は，住民の避難シナリオ及び健康リスクを導出すること

が可能であると見通しを得た．避難行動・避難環境の変化に応じて，ひばく線量は変動する可能

性があり，本手法は様々な状況に適用性があると考えられる．更には，拡張 PRA の評価結果を

用いて，避難中に住民が被るリスクをより具体的に定義することが期待できる． 
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